経営学原理における労働と商品 : 村田和彦氏の見解を中心に by 渡辺 敏雄 & Toshio Watanabe
 序
われわれは､ 村田和彦氏の経営学原理を､ その対象と方法を巡って､ 前稿
において取り上げた1)｡
われわれは､ 本稿において､ 氏の書物2) の後半において展開される､ 生産
労働ならびに社会における商品の意味に関する議論を取り上げ､ 氏の経営学
原理の全体的特質を明らかにすることとしたい｡
それ故､ われわれは､ まず､ 生産労働について､ 次に､ 商品開発と消費者
に対する商品の意味について､ さらに､ それらに基づき展開される企業活動




氏は､ 企業の生産合理化活動について､ 次のように論述する (54111頁)｡
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1) 渡辺敏雄 (稿) ｢経営学原理の対象と方法―村田和彦氏の見解を中心に―｣､ 『商学論
究』 (関西学院大学商学研究会)､ 第60巻第 1・2号合併号､ 2012年12月所収｡
2) われわれの検討対象は､ 次の書物である｡














ところが､ 分業化と機械化に対しては､ 実際には労働者の抵抗がある｡ ま
た､ 製品市場の変動は､ それに対応できる分業化と機械化を要求する｡
労働者の抵抗と市場変動の両者を考慮外に置く生産合理化の原理としては､
労働の二極分解､ つまり構想労働と執行労働の分離がある (79頁)｡ その原
理に沿うならば､ ｢構想｣ はできる限り少人数で担当され､ ｢執行｣ は一層細
分化される傾向にある｡ その上で､ 執行労働には分業化と機械化を徹底して
適用しようとするのが､ この原理の狙いである｡







も､ 『構想と執行の分離』 という 『労働の二極分解』 を基本的指導原理とす
る生産合理化活動として｣ (80頁) 理解され得る｡







ただし､ 労働の基づく秩序に ｢知らしむべし､ よらしむべし｣ を旨とする







とマグレガー (D. McGregor) の学説である｡ それらの学説においては､ 統
合と自己統制が強調され､ 企業の成功と人々の成功を達成することが目指さ
れる｡
村田氏は､ それらの学説において､ 一方で､ 自己統制と目標による管理の










氏はその際､ 開放的社会・技術体系論､ 弾力的機械化､ トヨタ生産システ
ム､ 日本企業における能力主義管理､ について取り上げる｡





















次に､ 弾力的機械化については､ 氏は､ ハーシュホーン (L. Hirschhorn)
渡 辺 敏 雄42
3) 村田氏が､ 開放的社会・技術体系論について参照を求めるのは､ 次の論文ならびに書
物である｡
F. E. Emery and E. L. Trist, Socio-technical Systems, in: F. E. Emery (ed.), Systems
Thinking, Penguin, London, 1969.





極分解のうち､ ｢執行｣ に ｢構想｣ 的要素を注入する可能性が秘められるこ
とを示唆している｡
さらに､ トヨタ生産システムについては､ 氏は､ 以下のように論述する
(100105頁)｡
引張り方式による生産において､ 機械が需要の質的変動に対応するために
は､ 機械が汎用性を持つことならびに段取替えが必要となる｡ また､ 生産に
流れを作ること､ 生産を平準化すること､ 同一車種の格別生産量の比率に考
慮をなすこと5)､ サイクルタイムを画定して作業の種類と順序を明確に定め
作業を標準作業化すること､ が行なわれている｡ 合わせて､ 需要の量的変化
に対しては､ 作業現場のレイアウトで対応することが指摘されている｡




額を押し上げたからである｡ 能力主義管理においては､ 能力考課 (潜在能力)・
業績考課 (実際達成度)・情意考課 (仕事意欲) からなる人事考課が重要に
なり､ 他人との比較ではなく､ 絶対評価が求められる所となったが､ 企業の
支払い能力との関連で40歳前後を境にして処遇は相対化せざるを得なくなっ




L. Hirschhorn, Beyond Mechanization, MIT Press, Cambridge･Massachusetts･London,
1984.
5) 同一車種の格別生産量の比率の考慮とは､ 例えば､ 車種コロナの中のセダン対ハード


























渡 辺 敏 雄44
6) 自律的で多面的な労働形成には訓練を必要とし､ その投資が必要とされることと､ そ
れが非正規社員の存在を前提としていることも指摘される (110頁)｡
2. 生産民主化















が､ 生産民主化活動､ より具体的には､ 企業における労働者の経営参加制度
なのである｡｣ (117頁)
ここに､ 村田氏が､ 生産民主化運動の手段として､ 経営参加の導入を考え
ていることを明確に窺い知ることができる｡
経営参加には､ 企業の利潤に対する参加､ 企業の資本に対する参加､ 企業
の管理に対する参加があるが､ 村田氏は､ 企業の管理に対する参加を取り上
げる｡
その際､ 参加は､ その方法､ 対象､ 程度という３つの基準により区別され
ることとなる｡
村田氏は､ 日本における生産民主化について､ トヨタ生産システムに関し























さらに､ 労働者には野党的立場が要請されるが､ それは､ 労働者が経営責
任を自ずと負わされ主体化し与党化することによって損傷を与えられる危険
がある｡ 野党的立場を堅持するためには､ 経営参加の方法､ 対象､ 程度のそ
れぞれに対して制度的措置が講じられなければならない｡









村田氏によれば､ 企業活動は､ 商品の画定の仕方に従って､ 市場適応活動
と市場創造活動に分けられる｡
このうち､ 氏がより注視し､ 市民生活との関連を考察するのは､ 市場創造










氏は次に､ ガルブレイス ( J. K. Galbraith) の見解8) に依拠しながら､ 次
のように言う (166167頁)｡ 何が生産され､ どのような価格と量で販売され
るのかに関する決定は､ 企業のテクノストラクチュアによって決められ､ 一




7) 村田氏が､ 主として参照するのは､ 次の書物である｡
J. Schumpeter, Capitalism, Socialism and Democracy, Third Ed., Harper & Row, New York,
1950.
8) 村田氏が参照するのは､ 次の書物である｡









自然破壊､ 健康・生命の侵害､ 文化・芸術の堕落が生じている｡ ②教育の崩
















渡 辺 敏 雄48
9) 産業社会化の条件として､ 社会の中の人々の心性にどのような特性が必要であったか､
またその条件中に社会的統合が必要であったことについては､ 次を参照のこと｡
村上泰亮 『産業社会の病理』 (中央公論社､ 1975年)､ 特に第五章｡
テレビ等の消費者説得手段の発達が､ 生産組織による消費者管理を可能にさ
せていることである (169頁)｡
























10) 村田氏が､ 石井氏の見解を取りまとめるに当たって参照を求めているのは､ 次の書物
である｡
石井淳蔵 『日本企業のマーケティング行動』 (日本経済新聞社､ 1984年)｡

























われわれは､ この疑問については､ 本稿 ｢Ⅴ 経営学原理における企業社
会像の特質｣ でも触れる｡
渡 辺 敏 雄50
11) 渡辺敏雄､ 前掲稿 ｢Ⅱ 経営学原理の対象と方法｣ を参照のこと｡
さて､ 氏は議論を進め､ 野中郁次郎氏の見解12) に依拠しながら､ 環境創造
と知識創造について個人知から組織知へ変換された商品が消費者に提供され
る過程を確認する｡ その際､ 氏は､ 企業が創造する環境とは､ 企業が提案し
た ｢志｣ を受容する顧客のことであることを確認している (179181頁)｡
氏はさらに､ ドラッカー (P. F. Drucker) の見解13) に依拠しながら､ いつ
でも買おうと待ち構えている顧客を作ることが企業の目的であることを確認
する (183184頁)｡ この見解は､ 企業が消費者に奉仕すべきであるという理
















と解され得る｡ それは､ 氏の言葉で言えば､ 企業行動の帰結についての ｢企
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12) 村田氏が､ 主として参照するのは､ 次の書物である｡
野中郁次郎 『知識創造の経営』 (日本経済新聞社､ 1990年)｡
13) 村田氏が､ 主として参照するのは､ 次の書物である｡

























































す拡大していき､ 市民が自給生産者の要素を全く持たなくなり､ また､ 消費者は商品
知識を持たなくなり､ 商品の判定能力を喪失することである｡
市民が個性・自我を確立する手段となるにつれ､ 確立されたと称する個性・






















渡 辺 敏 雄54
②市場適応行動から市場創造活動への企業活動の転換というのは､ 市民の側の商品の
必要性ではなくて､ 消費者教育を通じて企業が欲求を作り出す需要管理のことである｡















まれて､ 事務労働の熟練は､ 市民から取り上げられる (195頁)｡
2. 企業の価格設定行動と社会













15) 村田氏が､ 主として参照するのは､ 次の論稿である｡
盛田昭夫 (稿) ｢『日本的経営』 が危ない｣､ 『文藝春秋』 (1992年２月号) 所収｡
導原価の内実｣ (221頁) を構成することとなる｡
ここから株主への低い配当性向､ 労働者の低い労働分配率､ 長時間労働､













氏は､ 企業の発展について､ 次のように論述する｡ 企業の発展とは､ 生活
手段ならびに生活労働が商品化している事態すなわち ｢生活手段と生活労働






渡 辺 敏 雄56




まず､ 氏は､ 生活手段と生活労働の商品化の進展と､ 企業による市場適応
活動から市場創造活動への転換が､ 資本主義社会の特質についてもたらした
変化を､ 自らの議論を要約する形で､ 確認する (228229頁)17)｡
さらに､ 氏は､ 管理者主導の労働生活様式の進展について､ 次のように論
述する｡
市民の生産活動は､ ますます企業の中で行なわれるようになり､ その際の
至上目的は ｢消費者のもとめる商品を､ できるかぎり低価格で､ かつできる




まず､ 消費者の求める商品を､ できる限り低価格で､ かつできる限り速く､
必要とする量だけ確実に他企業に先駆けて消費者に手渡すという至上目的に
よって､ 働く人々が､ ゆとり､ 連帯､ 仕事のやり方に関する決定権を持つと
いう意味の職場共同体ないし職場社会の要素が､ 企業から喪失する｡




































に､ 企業によって意図されざる帰結についても､ こうした帰結が､ 企業以外
の人間からの評価を通じて企業に与える反作用が企業によって意識される場
合には､ やがて何らかの形で､ 企業の意識的活動の中に組み入れられていき､
その限りで､ 企業行動について ｢目的論的説明｣ が及び得ることとなるとい
う形にまとめられた｡






























ただし､ 法則的説明の対象は､ 氏の方法論からして､ 市民が企業との関わ
りにおいて直面している問題､ 市民社会において企業との関連で生じた問題､












つまり､ 市民の生活能力の喪失､ 家庭および地域社会の崩壊､ 市民の生活




































































大野正和 『まなざしに管理される職場』 (青弓社､ 2005年)｡
われわれは､ この書物によって､ 欧米の職場についての認識と政策が､ 日本の職場で
は､ 必ずしもそのままでは通用しないという認識を得た｡







貌は､ 積極的に描かれることはなかった｡ その限りで､ そうした像は不明確
















































渡 辺 敏 雄64
20) 氏が､ 企業の長期的存続維持の志向を承認することについては､ 次を参照のこと｡
















































渡 辺 敏 雄66
21) われわれが､ サービス企業従事者の管理問題について例示的に敷衍するならば､ それ
らの人々の接客態度そのものが商品となり､ その限りで商品生産と同じように接客態
度形成が管理の対象となる｡ その意味で研究の対象となり得ると解され得るのである｡
アーリー・ホックシールド (Arlie R. Hochschild) は､ 次に掲げる書物の中で､ 航空
機乗務員の感情が如何に企業によって管理されているかについて研究し､ 接客そのも
のが顧客に対する商品となって､ 企業管理の対象であることを明確にした｡
Arlie R. Hochschild, The Managed Heart―Commercialization of Human Feeling― ,
University of California Press, London, 1983. (邦訳：石川 准､ 室伏亜希 (訳) 『管理
される心―感情が商品になるとき―』 (世界思想社､ 2000年))｡
22) 企業が､ その所有する社宅の人間関係にまで管理を及ぼす姿については､ 次を参照の
こと｡







ればならない面があり､ また､ 氏の研究は､ 構想の段階であるので､ それを
実際に企業行動ならびに市民生活についての資料的研究によって､ 内容を豊
富にすると共に検証していく必要がある｡
その意味では､ 村田和彦氏の経営学原理は､ 企業行動と市民生活について
考察する際の稔りある出発点をわれわれに与えたと言っても､ 過言では無い
であろう｡
(筆者は関西学院大学商学部教授)
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